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	(1)　目的（法第１条）
	(2)　届出
	(3)　特定工場
	ア　製造業等の定義
	(ｱ) 　製造業に含まれる物品の加工修理業とは、製造と修理又は賃加工（他の業者の所有に属する原材料に加工処理を加えて加工賃を受け取ること）と修理を合わせて行う船舶製造・修理業、鉄道車両製造業等の事業をいいます。
	(ｲ)　自動車整備業のように単に修理のみを行うものは含まれません。
	(ｳ)　変電所、ガス供給所、石油油槽所等は生産施設を有しないので含まれません。
	(ｴ)　独立した本社、支店、営業所、倉庫、中継所等は含まれません。

	イ　敷地面積
	(ｱ) 　所有形態は問いません。（借地でも工場敷地として扱います。）
	(ｲ) 　社宅、寮、病院の敷地及びこれらの施設の用地として明確な計画のあるものは工場敷地に含まれません。社宅、寮、病院の敷地に明確な仕切りがなく面積が定められない場合は、それら施設の「建築面積÷０．６」を敷地面積から除外します。
	(ｳ) 　公有水面に材木を浮かべた貯木場や浮きドック、桟橋等の面積は敷地面積に含めません。
	(ｴ) 　道路、河川、鉄道等に分断されている場合でも、生産工程上、環境保全上若しくは管理運営上極めて密接な関係があり一体をなしている場合は、ひとつの工場敷地としてとらえます。
	(ｵ)　同じ事業者の営む製造業等以外の事業の用に供する土地が、工場の用に供する土地に一体的に含まれている場合は、全体を工場敷地として取扱います。ただし、製造業等以外の事業の用に供する土地が道路等で明確に区分されており管理運営も別々である場合は、当該土地は工場敷地になりません。

	ウ 　建築面積
	(ｱ)　建築面積とは建築物の水平投影面積をいい、いわゆる延べ床面積ではありません。
	(ｲ)　建築物の定義は、建築基準法施行令第２条第１項第２号と概ね同義です。
	(ｳ)　社宅、寮、病院の建築物は除きます。また工作物であっても、屋外プラント類は建築物にはあたりません。


	(1)　生産施設
	ア　定義（規則第２条関係）
	(ｱ)　製造業における物品の製造工程（加工修理工程を含む）、電気供給業における発電工程、ガス供給業におけるガス製造工程又は熱供給業における熱発生工程（以下「製造工程」という。）を形成する機械又は装置（製造工程等形成施設）が設置される建築物
	(ｲ)　 製造工程等形成施設で(ｱ)の建築物の外に設置されるもの

	イ 　製造工程等を形成する機械又は装置とは
	ウ　生産施設に該当しない主な施設
	(ｱ) 　事務所、研究所、食堂等で独立の建物は生産施設としません。
	(ｲ) 　倉庫関連施設としての原材料、資材、製品又は機器類の倉庫、置き場、タンク等の貯蔵のための独立した施設は生産施設ではありませんが、半製品又は中間製品のタンクや倉庫で製造工程（プラント類）の区画内にあるものは生産施設とします。
	(ｳ) 　出荷、輸送関連施設は生産施設ではありませんが、生産工程の一環として製品の包装・梱包（箱詰、瓶詰、袋詰）を継続して行う施設は生産施設とします。
	(ｴ) 　 製品の検査が生産工程の一環として行われる検査所、試験室は生産施設ですが、独立して製品の技術開発を目的とする試験研究を行う検査所、試験室は生産施設ではありません。
	(ｵ) 　自らの工場における排出物を処理するための施設は公害防止施設とし生産施設ではありません。

	エ　生産施設の面積の測定方法
	(ｱ) 　生産施設の面積は原則として投影法による水平投影面積を測定します。
	(ｲ) 　工場等の建築面積の測り方と同様に建築基準法施行令第２条第１項第２号の算定方法によります。


	(2)　緑地
	ア　定義（規則第３条）
	(ｱ)  樹木が生育する区画された土地又は建築物屋上等緑化施設であって、工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するもの
	(ｲ)  低木又は芝その他の地被植物（除草等の手入れがなされているものに限る。）で、表面が被われている土地又は建築物屋上等緑化施設

	イ 　緑地として認められるもの
	(ｱ)　苗木床・花壇（地面や壁面等に固定されており、容易に移設することができないものに限る）。
	(ｲ)　いわゆる雑草地であっても、植生美観等の観点から良好な状態に維持管理されているもの。

	ウ 　緑地として認められないもの
	エ 　樹木の植栽方法
	(ｱ)　平均的に植栽する場合
	(ｲ)　平均的に植栽しない場合
	(ｳ)　平均的に植栽しているものの、区画された土地又は建築物屋上等緑化施設全体を緑地とはみなさない場合

	オ　緑地の面積の測定方法
	(ｱ) 　緑地の面積の測定方法
	(ｲ) 　区画されていないものの取扱い１
	(ｳ)　 区画されていないものの取扱い２
	(ｴ) 　単独の樹木の取扱い
	(ｵ) 　低木又は芝その他の地被植物の取扱い
	(ｶ) 　緑地以外の環境施設が樹林地で囲まれている場合の取扱い
	(ｷ)　 樹木と芝の混合した緑地において、芝生の中に樹木が生育している区画された土地又は建築物屋上等緑化施設が「ア　定義」の(ｱ)及び(ｲ)の両方に適合する場合は、緑地は当該区画された面積を測定します（二重にカウントしません）。
	(ｸ) 　法面（斜面）を緑化した場合の緑地の面積は法面（斜面）の水平投影面積を測定します。
	(ｹ) 　建築物その他の施設の直立している部分（直立壁面）において緑化施設を設置した場合の緑地の面積は、緑化しようとする部分の水平延長に１ｍを乗じた面積とします。ただし、傾斜した壁面においては、緑化しようとする部分の水平投影面積とします。


	(3)　緑地以外の環境施設
	ア　定義（規則第４条）
	(ｱ) 　次に掲げる施設の用に供する区画された土地（緑地と重複する部分を除きます。）

	イ　緑地以外の環境施設の面積の測定方法
	(ｱ) 　緑地以外の環境施設の面積の測定方法
	(ｲ) 　体育館、クラブハウス等が環境施設に付置され一体をなしている場合の取扱い


	(4)　重複
	ア 　樹木又は芝その他の地被植物が生育する部分と緑地以外の施設が重複する場合の取扱い
	イ 　建築物屋上等緑化施設が互いに重複した場合の取扱い
	ウ 　屋内運動施設又は教養文化施設と生産施設等が重複する場合の取扱い
	エ 　(3)ア(ｱ) の太陽光発電施設と生産施設が重複する場合の取扱い
	オ 　緑地以外の環境施設が互いに重複した場合の取扱い
	カ 　雨水浸透施設と環境施設以外の施設が重複する場合の取扱い
	ア　埋立工事の開始は、シートパイルの打ち込み、海底の地盤改良、ケーソンの沈設、土砂等の投入の各作業のうちいずれか早いものを始めることをいいます。
	イ　整地等のいわゆる造成工事の開始は、土地の掘削、土盛、地ならしの各作業のうちいずれか早いものを始めることをいいます。
	ウ　生産施設若しくは生産施設以外の施設の設置工事の開始は、当該施設の建設のための基礎打ち作業を始めることをいいます。
	エ　生産施設以外の既存の施設が用途変更により生産施設となる場合の工事の開始は、用途変更に伴い新たに必要とされる機械、設備、建築物等の新設、改造、又は移動等の作業を始めることをいいます。
	オ　変更の工事を伴わない場合で、売買により敷地面積の変更を行う場合は、原則として移転登記の日を変更の日とします。
	カ　賃貸借契約により、敷地面積の変更が行われる場合は、事実上の使用開始時を変更の日と考えます。

	(1)　定義
	(2)　兼業に当たるか否かの判断
	ア　自動車工場やピアノ製造工場のように当該工場で生産されるすべての半製品又は中間製品が、当該工場の最終の製品のためのものである場合は、兼業扱いとせず、最終の製品の製造業の工場とします。
	イ　工場で生産される半製品又は中間製品が当該工場の最終の製品のためのものであるとともに、当該工場から出荷もされる場合には、最終の製品の製造業と当該出荷される半製品又は中間製品の製造業を兼業している工場とします。
	ウ　工場の生産形態で業種分類がなされる工場（例えば、高炉による製鉄業、電気炉による製鋼及び圧延業、石油化学系基礎製品製造業、石油精製業等の工場）は複数の製品を一貫工程の範囲で生産・出荷するが、出荷される製品の種類の如何によらず、一つの業種の工場として取扱います。

	(3) 　生産施設面積の算定
	ア　二つ以上の業種の製造工程のため用いられる用役施設は、その面積を工場内の業種別に明らかに分けることができる生産施設の面積のそれぞれの合計で比例配分します。
	イ　工場建屋が全体として兼業の場合で、業種により製造機が異なるときは、面積の大きい方の製造機の業種に属するものとします。しかし、判別がつけ難いときは、業種の数で工場建屋面積を分割します。
	ウ　A製造業（準則値３０％）とB製造業（準則値４０％）の兼業に属する工場においてAを製造する工場建屋がある場合、Aの一部はＢ製造用に自家消費し、他はAのまま出荷する場合であっても当該Aを製造する工場建屋全体が準則値３０％を適用される生産施設とします。
	エ　一の工場建屋の同一設備から異種の製品を製造し、それぞれ異種の製造業に属する場合には、その工場建屋は準則値の厳しい方の生産施設面積として算定します。

	(1)　単一業種の場合（新設工場）
	ア　準則
	(ｱ)　敷地面積に対する生産施設面積率
	(ｲ)　敷地面積に対する緑地面積率
	(ｳ)　敷地面積に対する環境施設面積率

	イ　重複緑地の算入制限（(2)　兼業の場合も同様です。）
	ウ 　環境施設の配置についての留意事項（(2)　兼業の場合も同様です。）

	(2)　兼業の場合（新設工場）
	ア　準則
	(ｱ)　生産施設面積の算定
	(ｲ)　敷地面積に対する緑地面積率及び環境施設面積率


	(1)　届出手続きについて
	ア　届出書の提出先は、香取市役所経済環境部商工観光課です。
	届出部数は、正本１部・写し１部です。（写しは受領印押印後、後日、控えとしてお返しします。）
	イ　届出を行う方は、提出前に届出書の原稿（代表者印押印前のもの等）を一部作成のうえ、産業振興課担当者に相談してください。
	ウ　届出書（控え）の保存について
	新設・変更の届出は、次回変更届出書作成の際必要となりますので、責任をもって保管されるようにお願いします。

	(2)　届出の種類
	ア　新設・変更等による届出
	(ｱ)　変更届出の必要な場合
	ａ　特定工場における製品を変更するとき。ただし、届出が必要な場合は以下の場合です。
	・　日本標準産業分類における３桁分類（小分類）に属する業種が、他の３桁分類に属する業種となるような変更を行う場合。（或る業種の廃止又は追加の場合を含みます。）
	・　生産施設面積率：γの準則値が変わるような業種の変更を行う場合。
	・　既存生産施設用敷地計算係数：αが変わるような業種の変更を行う場合。

	ｂ 　敷地面積を増加又は減少させるとき。
	ｃ　生産施設を増設するとき。（増設と撤去を同時に行い、結果的に生産施設面積が増加しない場合であっても届出は必要です。）
	ｄ　緑地、環境施設を撤去するとき（(ｲ) ｅ及びｆを除きます。）。

	(ｲ)　変更届出の必要ない場合
	ａ　単なる空地や駐車場等の環境施設（緑地面積を含む）でない場所に、倉庫、事務所等を建設するとき。
	ｂ　生産施設の撤去のみを行うとき。
	ｃ　生産施設の修繕を行う場合で、生産施設面積の変更がないとき。又は変更がある場合でも、修繕に伴い増加する部分の面積が３０㎡未満のとき。
	ｄ　緑地又は緑地以外の環境施設の増設のみを行うとき。
	ｅ　緑地又は緑地以外の環境施設の移設であって、その移設によりそれぞれの面積の減少を伴わないとき（周辺の地域の生活環境の保持に支障を及ぼすおそれがないものに限ります）。
	ｆ　緑地の削減によるその面積の変更であって、その削減によって減少する面積の合計が１０㎡以下のとき（保安上その他やむを得ない事由により速やかに行う必要がある場合に限ります）。


	イ　名称・住所変更による届出（法第１２条第１項）
	ウ　承継による届出（法第１３条第３項）
	エ　廃止による届出

	(3)　届出書記載方法

